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「まちづくりのための公的不動産（ＰＲＥ）活用ガイドライン」の公表について 

 

国土交通省では、「都市のリノベーションのための公的不動産活用検討委員会（ＰＲＥ

検討委員会）」を設置し、地方公共団体（以下、「自治体」という。）における公的不動産の

まちづくりへの有効活用方策について検討を行ってまいりました。 

この度、ＰＲＥ検討委員会において検討した結果を「まちづくりのための公的不動産（Ｐ

ＲＥ）活用ガイドライン」として取りまとめましたので公表致します。 

 

 

 

都市のリノベーションのための公的不動産活用検討委員会（ＰＲＥ検討委員会） 

委員名簿 

 

（委員） 

井上 昇   倉敷市企画財政局企画財政部 財産活用課 課長 

橋本 幸治  みずほ信託銀行㈱ 不動産コンサルティング部 部長 

小林 憲一  小諸市建設部都市計画課 課長 

齋藤 隆司  日本郵政株式会社 不動産部門 不動産企画部 部付部長 

財間 俊治  三井不動産㈱不動産ソリューションサービス本部 公共法人室室長 

志村 高史  秦野市政策部公共施設再配置推進課 課長補佐 

白石 慎一  北九州市総務企画局行政経営室 施設経営課 係長 

内藤 伸浩  東京大学公共政策大学院 特任教授 

中川 雅之  日本大学経済学部 教授 

○  根本 祐二  東洋大学大学院 経済学研究科 教授 

星 勉    社団法人ＪＣ総研 基礎研究部 主席研究員 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

松野 英男  浜松市財務部資産経営課経営企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ 主任 

（○：委員長 敬称略、五十音順） 
 

（オブザーバー） 

総務省 自治財政局 

国土交通省 土地・建設産業局 

住宅局  

都市局  
 

（事務局） 

国土交通省 都市局 都市計画課 

㈱日本経済研究所 社会インフラ本部 公共マネジメント部 

㈱ファインコラボレート研究所 

㈱価値総合研究所 

 

  ※表紙の写真は、上から、オガールプラザ、立川まんがぱーく、アオーレ長岡、宮代町、
立川市子ども未来センター 
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